
株式会社足利銀行

１．実績および計画対比（単位：億円）

16/3 期
実績

16/9 期
実績

17/3 期
計画

計画対比

(規模)                                           <計画差>
貸出金    (平残) 37,834 33,878 33,859 ＋19
預金・NCD (平残) 45,695 43,786 43,349 ＋437
資本勘定  (末残) ▲6,790 ▲6,369 ▲6,492 ＋123
(収益)                                           <進捗率>
業務粗利益 983 456 871 52.3%
資金利益 864 388 740 52.4%
役務取引等利益 113 59 121 48.7%
その他業務利益 5 8 9 88.8%

経費 (-)471 (-)212 (-)432 49.0%
人件費  (-)204 (-) 96 (-)197 48.7%
物件費 (-)239 (-) 97 (-)209 46.4%

実質業務純益 512 243 438 55.4%
一般貸倒引当金繰入額 (-)1,809 － － －
業務純益 ▲1,297 243 438 55.4%
不良債権処理損失額 (-)4,644 (-) 65 (-)120 54.1%
株式等関係損益 110 106 100 106.0%
経常利益 ▲5,995 274 400 68.5%
特別損益 ▲444 238 ▲1 －
当期(中間)純利益 ▲7,828 512 397 128.9%
(経営指標)                                       <計画差>
ＯＨＲ 47.89% 46.55% 49.67% ▲3.12%
ＲＯＡ 1.05% 1.27% 1.16% ＋0.11%
リスク管理債権比率 20.62% 19.29% 12%台 +6.3%

２．不良債権の状況（単位：億円）

（１）リスク管理債権の推移

16/9 末 16/3 末比 16/3 末

破綻先債権 374 ▲70 445
延滞債権 4,343 ▲863 5,207
3 ヶ月以上延滞債権 18 16 2
貸出条件緩和債権 1,521 ▲141 1,662

リ
ス
ク
管
理
債
権 合　計 6,258 ▲1,059 7,317
貸出金残高（末残） 32,435 ▲3,039 35,474
リスク管理債権比率 19.29% ▲1.33% 20.62%

（２）金融再生法開示債権の推移

16/9 末 16/3 末比 16/3 末

破産更生債権等 1,052 ▲512 1,564
危険債権 3,682 ▲436 4,119
要管理債権 1,539 ▲125 1,664
小　計 6,274 ▲1,073 7,348

正常債権 26,820 ▲1,995 28,816

合　計 33,095 ▲3,069 36,164
金再法開示債権比率 18.95% ▲1.36% 20.31%

部分直接償却額 4,176 303 3,872

（３）金融再生法開示債権の保全状況
破産更生
債 権 等

危険債権 小計
要管理
債権

合計

与信残高(A) 1,052 3,682 4,735 1,539 6,274
担保･保証等保全額(B) 737 1,258 1,995 623 2,619
回収懸念額(C)=(A)-(B) 315 2,424 2,739 916 3,655
貸倒引当金(D) 315 2,377 2,692 785 3,477
保  全  額(E)=(B)+(D) 1,052 3,635 4,687 1,408 6,096

引  当  率(D/C) 100％ 98.0％ 98.2％ 85.6％ 95.1％
保  全  率(E/A) 100％ 98.7％ 99.0％ 91.4％ 97.1％

※要管理債権の担保・保証等の保全額は、要管理先全体の債権残高と要管理債権の残高
割合で按分して算出しております。

【子会社等整理損失引当金取崩益】
  整理方針子会社への貸出金に対する部分直接償却実施額と
  引当金取崩額との差益

引当金取崩額 部分直接償却実施額 ﾈｯﾄ損益(特別利益)
335 287 47

【16 年 9 月末残高の減少内訳】
＜貸出金＞

16/9 末残高 32,435
16/3 末比増減額 ▲3,039

不良債権処理･回収 ▲1,331
その他事業者向け貸出 ▲1,218
地公体向け貸出 ▲704
個人ローン ＋214

＜預金＋ＮＣＤ＞
16/9 末残高 43,549
16/3 末比増減額 ▲1,248

公  金 ▲812
その他 ▲436

平 成 １６ 年 ９ 月 期 中 間 決 算 の 概 要

【株式等関係損益の内訳】 【政策保有株式残高】
16/9 期 16/9 末 17/3 計画 計画比

株式等売却益 108 519 600 ▲81
株式等償却 (-) 2 ※上場･店頭株式の簿価ベース
株式等売却損 (-) 0

  

【不良債権処理関係損益の内訳】
16/9 期

不良債権処理損失額 (-) 65
貸出金償却 (-) 64
貸出金売却損 (-)  2
その他  (+)▲0

貸倒引当金取崩 149 …①
一般貸倒引当金取崩 156
個別貸倒引当金取崩 ▲7

償却債権取立益 42 …②
子会社等整理損失引当金取崩益 47 …③

計 (+)▲173

  ※①＋②＋③＝２３８億円

【減少の内訳】
減少要因
償却･売却等
 → 830 億円

回収･返済
 → 501 億円

ﾗﾝｸｱｯﾌﾟ
 → 298 億円

増加要因
ﾗﾝｸﾀﾞｳﾝ等
 → 556 億円

【参考:経営改善支援の取組実績(16年4～9月)】
経営改善
支援先数 ﾗﾝｸｱｯﾌﾟ先数

正常先 132
その他要注意先 223 12
要管理先 1,054 81
破綻懸念先 1,473 69
実質破綻先 58 1
破綻先 2 0

合計 2,942 163
※1.債務者区分は、16/3 末時点の区分によるもの
※2.経営改善支援先数は、融資管理部再生チームが
    所管する取引先数



　　　　　　　　　一時国有化直後からの　　（15 年 12月～16 年 3 月）　　　　　　　　　（16年 4月～6月）　　　　　　　　　　　　（16 年 7 月～9 月）　　　　　　　　　　　　（16 年 10 月～）
　四半期毎の動き

＜経営全般＞
　　　　　　　行内徹底

Ⅰ.収益基盤の再構築

　(1)小口分散化された

　　与信ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵへの移行

　(2)非金利収入の拡大

Ⅱ.徹底した資産健全化
　(1)企業再生への取組み

　(2)オフバランス化

Ⅲ.ローコストオペレーション

　　体制の確立

・ 臨時全行部店長会議（池田頭取就任後初－今後

の方針説明・方向性の確認）(1 月)

・円滑な資金供給を図るよう営業店へ指示(12 月)

・「経営に関する計画」の公表(2 月)

・アドバイザリー・ボードの設置(2 月)

・業務監査委員会、内部調査委員会の設置(2 月)

・過去問題調査ワーキングチームの設置(2 月)

・ 円滑な中小企業向け貸出を実施するための新た

なパッケージ型商品（簡易な審査で融資可能な

定型商品）を投入(2 月)

・ 第三者の目線による財務内容の見直しのため、

大手監査法人とアドバイザリー契約を締結し、

より客観的な資産自己査定を実施(2 月～)

・業務効率化ワーキングチームの設置(2月)

・ システム関連業務のアウトソース拡大、ＩＴ資

産のオフバランス化(3月)

・ 全行部店長会議（16 年度上期方針およびお取引

先への説明責任の徹底）(4 月)

・「経営に関する計画」（詳細版）の公表(6 月)

・ 委員会等設置会社への移行(6 月)

・ 経営諸会議、各種委員会の見直し実施(6月)

・ 取引先を対象に経営情報説明会を実施(6月～)

・エリア本部長の設置、営業体制見直し（地区再

編）(4 月)

・ 即日実行を可能としたクイック実行型融資商品

「ｽﾋﾟｰﾄﾞﾗｲﾝ」の取扱い開始 (5 月)

・小口金融担当執行役の配置(6 月)

・ 企業再生支援の実施基準を策定(4 月)

・ 企業支援部の融資管理部への統合、再生チーム

の増員(4 月)

・ 温泉旅館再生担当執行役を配置(6 月)

・ 賞与の支給見合わせ(6月)

・ 本部機構改革の実施（2 本部・ 11 部・ 9 部内

室→3 本部・ 8 部）(6 月)

・ 「政策投資株式買入・管理基準」制定(4月)

・臨時全行部店長会議（計画の趣旨徹底―コミ

ュニケーション（靴底を減らす行動））(7 月)

・ 小口金融機能を有するリテールセンターの設

置（3 ヶ所）(7 月)

・エリア本部長・支店長の決裁権限改定(7 月)

・住宅ローンの商品性・審査体制の見直し(7 月)

・信用保証協会と協調した新型融資商品「ｸﾛｽﾛｰ

ﾄﾞ」「ｸﾞｯﾄﾞﾘﾃｰﾙ」の取扱い開始(8 月)

・与信アラームライン制度の導入(8 月)

・産業再生機構による取引先の支援決定(6、7 月)

・整理回収機構への不良債権売却(8 月)

・地域企業再生ファンドへの出資(8 月)

・地域企業再生ファンド運営会社への出資(7 月)

・企業再生モニタリングコミッティの設置(9 月)

・ 定例給与水準の引下げ(7 月)

・ 業務再構築プロジェクトチームの設置(8月)

・ 旧本店である足利支店の店舗売却発表(8月)

・ ファイナンス子会社 3社の清算手続開始(9 月)

・ 保有株式の圧縮（期末残高　519 億円）

地域金融の混乱防止に注力 お客さまとのコミュニケーション徹底 復(福)縁運動の展開・行員の意識改革

「経営に関する計画」の進捗状況　―足利銀行の再生に向けた足取り―

＜参考＞

主な計数の動き（基盤） 15／9 16／3 ※1 16／6 16／9
法人融資先数 106.5 100.0  98.0 101.7 法人取引先は、7月を境に回復法

人 ＥＢ・法人ＩＢ契約件数  94.2 100.0 109.2 113.2 EB・法人ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾊﾞﾝｷﾝｸﾞは、順調に増加

住宅ローン　取扱件数  99.2 100.0  99.6 100.8 住宅ローンの申込件数も7月以降回復

預り資産　取扱先数※2  93.0 100.0 103.4 114.5 投信・国債等の取扱いは、順調に増加

給振受皿数 101.6 100.0 101.2 100.3 給振受皿、年金受皿については横ばい

個
人

年金受皿数  99.4 100.0  99.7 100.2
※1　16年 3月を 100とした指数で表示　　　※2個人の債券契約先、投資信託契約先、外貨預金取扱先数の合計

平成 16 年度の位置づけ　　　ビジネスモデルの構築と取引基盤の確保を行う ＜態勢定着期間＞

・全行部店長会議(16 年度下期方針、当

行再生にはﾘﾃｰﾙ営業がｷ )ー(10 月)

・「業務及び財産の状況等に関する報

告」の公表(10 月)

・本部各部にわたる重要課題につき一

元的に権限と責任を持つ特命担当 4

名を配置(11 月)

・貸出金ガイドライン金利の精緻化(10

月)

・ローンセンターの新設（黒磯）(10 月)

＜お取引基盤を重視し更にｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝを

重視した営業を展開＞

・信用格付制度の改定―定性評価によ

る随時格上げが可能な基準を制定、

延滞発生による格下げの迅速化(10､

11 月)

＜着実な再生支援を実施し、資産の健

全化を推進＞

・ 子会社（足利信用保証、あしぎんイ

ンベストメントマネジメント）の合

併決議(10月)

＜先進的なモデルを目指し業務再構築

を更に推進＞

更なる体質改善




